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船員養成の改革に関する検討会の趣旨

第１回 （10月 24日） 第４回 （12月） ２０１９年～ ２０２０年 .6月頃

◆ 教育内容の高度化のあり方 ◆ 機構における養成等の規模のあり方

◆ 機構の自己収入の確保のあり方 ◆ 効率的な船員養成体制のあり方 等

最終とりまとめ

四面を海に囲われた我が国において、海上輸送は国民生活や経済活動に不可欠の存在であり、その担い手である船員

の養成は重要な課題

業界のニーズや最近の技術革新等に適応した優秀な船員の養成や、内航船員の高齢化の進展による船員不足への対

応が必要

我が国の基幹的な船員養成機関である独立行政法人海技教育機構（以下「機構」という。）は、厳しい財政状況を踏まえ

た効率化や、自己収入の拡大の要請等の諸課題に直面

今後とも優秀な船員養成を安定的・持続的に実施するための対策が必要

趣 旨

主な検討項目

検討スケジュール

機構の現状と課題 第一回の中間とりまとめ
随時、中間とりまとめを

実施

2021年度～

第四期中期計画

２



海上企業の分野別船員の現状

船員はピーク時の昭和49年から大幅に減少。今後、若年労働力人口の減少が見込まれており、将来の海上労働力の確保が課題
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船員養成の課程

社船: 5月

中学校

水産系高校

【本科：3年】
座学: 2年9月
（一般科目含）

乗船: 3月

専攻科
【2年】
座学: 12月
乗船: 12月

3級(航海)
or

3級(機関)

高等学校

海上技術学校
【本科：3年】
座学：2年9月
（一般科目含）

4級(航海)
＆

4級(機関)

3級(航海)
or

3級(機関)

高等学校 高等学校

3級(航海)
or

3級(機関)

4級(航海)
＆

4級(機関)

3級(航海)
or

3級(機関)
6級(航海)

3級(航海)
or

3級(機関)

乗船実習科
【6月】

海技大学校
【2年】

座学: 1年3月

海技大学校
【2年】

座学: 1年6月

海上技術短期大学校
【専修科：2年】
座学: 1年3月

乗船実習科

）

乗船: 6月 乗船: 9月

乗船: 3月
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6級(機関)
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4級(機関)

一般大学等

乗船履歴
6 月

22歳

20歳

18歳
商船系
高専

【5年6月】
座学: 4年6月
（一般科目含）

座学: 3年6月
(一般科目含)

商船系
国立大学

【4年】

民間
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乗船: 6月
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：海技教育機構の学校または練習船で実施している教育訓練

：海技教育機構の練習船 ４



海上技術短期大学校

海上技術学校

海技大学校

８校

商船系大学

２校

国土交通省所管
（独）海技教育機構

練習船５隻（航海訓練）
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◆４級、高卒対象
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◆４級、中卒対象
■修業期間３年６月
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商船系高等専門学校

５校

文部科学省所管

30名
10名

帆船

汽船

人員数は実習生定員数

練習船

乗船実習

乗船実習を委託

○船員となるための海技士免状（国家資格）を取得するには、学科（理論の習得）と乗船実習（運航技能
の習得）が必要。これらを、次の船員教育機関が役割分担の上で、連携して実施。
・学科を教える：（独）海技教育機構８校、商船系の大学２校及び高専５校
・乗船実習を、上記１５校に対して一元的に行う：（独）海技教育機構練習船５隻

◆３級（上記学校卒対象）
◆３級（上記学校卒以外対象）
■修業期間２年

◆３級、乗船実習科

◆３級、商船学科

学科

船員教育体制
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船員養成に関する各種指摘事項 ①

【海洋基本計画 （平成30年5月15日閣議決定）（抜粋）】

第２部 海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策
９．海洋人材の育成と国民の理解の増進
（１）海洋立国を支える専門人材の育成と確保

海洋産業が広範な研究開発型産業であることや多分野横断的な産業であるという性格を踏まえ、国際法に係

る知識など文系的素養を有する人材の育成にも配慮しながら、海洋立国を支える専門人材の育成と確保のた

め、以下の取組を行う。

ウ船員等の育成・確保

○独立行政法人海技教育機構において外航・内航海運のニーズに応じた即戦力・実践力を備えた船員を養

成するため、①関係者間での連携を強化し、海運事業者が運航する船舶の活用を通じて、より実践的な

乗船訓練を可能とする社船実習の拡充等に取り組み、②船員に必要な知識要件への対応として、各種講

習等を実施し、技能の習得に努めるなど、船員教育体制の見直しを含め、教育の高度化に取り組む。

（国土交通省）

【独立行政法人改革等に関する基本的な方針 （平成25年12月24日閣議決定）（抜粋）】

各法人等について講ずべき措置 【航海訓練所及び海技教育機構】

○上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。

○統合法人は、船員養成機関の核となり、日本人船員の育成・確保の充実 につながるよう商船系大学・高専、

海運業界との連携・協力の強化を検討するとともに、自己収入の拡大や教育内容の高度化に向けた適切な

措置等を講ずる。

○海運業界を始めとする関係者の受益者負担については、その対象は教育直接経費ではなく人件費を含む全費用

であるという観点から、引き続き段階的にその拡大を図ることを検討する。 ６



「 概 要 」

内航海運は、船舶と船員の２つの高齢化、中小企業が99.6％を占める脆弱な経営基盤への対応等、様々な構造

的課題への対応が必要となってきている。内航海運が安全・良質な輸送サービスを持続的に提供できる産業として

我が国の社会・経済を支え続けていくために必要な施策として、「内航海運事業者の事業基盤の強化」、「先進的な

船舶等の開発・普及」、「船員の安定的・効果的な確保・育成」等の具体的施策についてとりまとめた。

「 検討会の概要 」

『 内航海運の活性化に向けた今後の方向性検討会 』

期 間 ： 平成２８年４月～平成２９年６月 計 ８ 回実施

構成委員 ： 学識経験者、内航海運事業者、荷主団体 等

【 内航未来創造プラン ～たくましく 日本を支え 進化する～ 】

船員養成に関する各種指摘事項 ②

７



● 船員は、我が国海運を支える人的基盤。今後、生産労働人口の減少が見込まれる中、船員の確保・育成は極めて重要。

● 内航海運は「船員の高齢化」の状態。船員の確保が困難となる事業者が相当数存在。

● このため、船員教育機関の養成定員拡大を図るとともに、より教育内容を充実させる。

内航未来創造プラン（H29.6) （抜粋）
高等教育の実現に向けた船員の教育体制の抜本的改革

● （独）海技教育機構は、我が国最大の内航新人船員の供給源。内航海運業界のニーズ
や最近の技術革新等に適応した優秀な船員の養成、内航海運に従事する船員の高齢
化の進展による船員不足への対応のため、船員教育における質の向上と内航船員養成
数の拡大を実現することが求められている。

● 一方で、海技教育機構は、H13年の独立行政法人化以降、運営費交付金は漸減し、全
体として3割減。今後も厳しい状況が見込まれる中、この状態を放置したまま個々の弥縫
策を行うのみでは、求められる船員教育や海事振興のニーズに応えられないおそれがあ
る。

現状・課題
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運営費予算（補正予算除く）の推移（億円）

【基本的考え方】
関係機関の連携の下、質が高く、事業者ニーズにマッチした船員

の養成に取り組むとともに、４級海技士養成定員の拡大、学生募集
の強化を目指し、以下の取組を進める。

●専門教育の重点化

・海技短大(専修科)への重点化

・４級課程を甲機両用教育から甲・機専科教育に移行

●リソースの効率的・効果的活用

・学校、練習船の教員等の配置等の見直し

・乗船実習履歴の代替として陸上工作技能訓練を導入

●船員養成に関わるステークホルダー間の連携強化
・教育の高度化、養成定員拡大に向けた社船実習船の要件緩和

による実施船舶の拡大等

海技教育機構のあり方の検討

● 甲・機専科教育化により学校の座学・練習船実習の時間が減った分、
業界ニーズのある実習が可能

● 乗船実習期間の短縮や社船実習船の拡大により、練習船
余席を確保できることを利用して、養成定員 500人 を
目指し段階的に拡大

● 船内体験活動による海事思想普及とその体験者を通じた
広報を拡大、小・中学生に対する「学びの場」を提供し、
次世代の人材を確保・育成

期待される効果

ECDIS訓練（電子海図取扱）

セイルキャンプ

BRM訓練（甲板部内の連携手法） ERM訓練（機関部内の連携手法）

教育の質の向上、養成定員の拡大、学生募集の強化によ
り、安定的輸送の確保に寄与
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【 財務省予算執行調査 】

〇 平成２９年６月に財務省予算執行調査(※) の結果について発表。

※財務省が予算執行の実態を調査して改善すべき点を指摘し、予算の見直しにつなげていく取組

（翌年度以降の予算への反映状況をチェックするポイントとなる。）

〇 この調査結果において、機構について次のような指摘が行われた。

① 高度な専門教育に特化する観点から海上技術学校は将来的には廃止し、海上技術短大の運営に

重点を置く方向で検討すべき（耐震改修が困難な海上技術学校は廃止を速やかに検討すべき）。

② 海上技術短大において専科教育（航海科・機関科）に移行し、国際条約や事業者ニーズを踏ま

え専門性を高めつつ、航海訓練期間の短縮、養成人数の拡大、学生の負担軽減等を図るべき。

③ 授業料、食費等を含めた関係者の受益者負担の拡大、帆船の運営と活用に関して検討すべき。

船員養成に関する各種指摘事項 ③
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本検討会における議論の進め方

「内航未来創造プラン」においては、「高等教育の実現に向けた船員の教育体制の抜本的改

革」として、海技教育機構のあり方について、短大への重点化、航機専科教育への移行、工作技

能訓練の導入、社船実習船の要件緩和などの取組内容が盛り込まれたところであり、これらの取

組について早急に検討を進める必要がある。

また、財務省の予算執行調査においても、短大への重点化、耐震改修が困難な海上技術学校の

廃止の速やかな検討、専科教育への移行、受益者負担の拡大等について指摘されており、予算編

成過程と並行して、これらの指摘への対応について方針を固めていく必要がある。

このため、本検討会においては、「内航未来創造プラン」において指摘されている内航船員養

成に関わる問題（旧海員学校が運営していた海上技術学校及び海上技術短期大学などのあり方）

や、年末の予算編成にも関わる受益者負担等について、まずは集中的に議論していただき、１２

月に第１回目の中間取りまとめを目指すこととしたい。

海技教育機構の旧航海訓練所の練習船のあり方をはじめ、２０２１年度からの次期中期計画に

向けて議論すべき事項については、年明け（２０１９年１月）以降に議論を行い、順次とりまと

めていくこととしたい。
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1,797 1,842 1,851 1,880 1,953 2,051 2,204 2,427 2,539 2,758 

1,638 1,638 1,703 1,719 1,693 1,762 1,843 2,058 2,134 2,254 
2,354 2,202 2,028 1,896 1,801 1,788 1,787 1,820 1,950 2,067 
2,441 2,436 2,464 2,396 2,449 2,392 2,331 2,265 2,145 2,110 

2,868 2,820 2,676 2,651 2,623 2,610 2,569 2,673 2,659 2,714 

3,516 3,293 3,152 3,078 2,983 2,905 2,899 2,808 2,864 2,839 

5,281 
4,863 

4,371 
3,882 3,789 3,529 3,506 3,305 3,109 3,064 

6,480 
6,039 

5,516 
5,206 4,889 4,538 4,318 4,222 3,907 3,679 

3,705 
4,100 

4,407 
4,556 5,041 5,294 5,621 5,918 6,341 6,363 

〔30,080〕
〔29,233〕

〔28,168〕
〔27,264〕 〔27,221〕 〔26,869〕 〔27,078〕 〔27,496〕 〔27,648〕 〔27,848〕

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

60～

55～59

50～54

45～49

40～44

35～39

30～34

25～29

～24

（人）

18.0%

47.1%

内航船員の年齢階層別船員数の推移

出典：海事局調べによる。
注：船員数は、各年10月1日現在の乗組員数と予備船員数を合計したものであり、非雇用船員を含んでいない数字である。
船員数は、外国人を含んだ数字である。

51.4%

51.3%
50.7%

50.0% 50.4% 49.7% 49.7%
48.9%

11.4%

11.9% 12.6% 13.2% 13.4% 14.2% 14.9% 16.3%

〔合計〕

（年齢階層）

16.9%

48.3%
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内航船員新規就業者数の現状

海事局調べによる。 内航には旅客船を含む。
海上技術学校等：海上技術学校、海上技術短期大学校、海技大学校（海上技術学校・短大からの進学コース）
海大新６級：海技大学校で実施していた６級コース（平成19年度～平成28年度） 民間新６級：民間養成施設で実施している６級コース（平成21年度創設）

○ これまでの取組により、海上技術学校や水産高校等の卒業生を中心に、新規学卒者の内航への就職は増加傾向。

（人）

254 246 286 314 328 321 324 305 324 349

150 157 124
159 189 206

298 292
339

375

37 46 39
33

72 73

60 80

97
94

14
15

17 22

36 71

71

103

6 14 17
26

29 25

29 22

23

31

48 39 16
12

20
14

15
14

9

5
4 11

6

12 12

15
11

9
11

6 8 7
10

11 11

11 18

11

8

0

200

400

600

800

1000

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

海上技術学校等 海洋系高校（専攻科含む） 商船系高専 民間新６級 水産系大学 海大新６級 商船系大学 東海大学

575
514514506

684

788
813

883
971

678
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海技教育機構の概要

概要
主な業務 船員志望者及び船員に対する船舶の運航に関する学術・技能の教授（学科の実施）並びに

航海訓練（乗船実習）
所在地 神奈川県横浜市中区北仲通５－５７横浜第二合同庁舎２０階
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学校名 課 程 定 員（人） 本館・教室（年） 寄宿舎・寮（年）

小 樽

海技学校

30 41 41

館 山 40 26 25

唐 津 40 45 51

口之津 30 41
42

51（女子寮）

宮 古

海技短大

45 29 29

清 水 115 50 50

波 方 90 50 44

船 名 船 種 総トン数
実習生定員
（人）

建造経過年数
（H30.3月時点）（年） 備考

日本丸

帆 船

2,570トン 120 33

海王丸 2,556トン 108 28
公益財団法人海技教育財団 所有
建造費57.9億円（国費3.1億円、寄附金20億円、

海技教育財団34.8億円）

銀河丸

汽 船

6,185トン 180 13

青雲丸 5,890トン 180 20

大成丸 3,990トン 120 4 リース方式

学校の主要施設の経過年数及び耐震工事の必要性

練習船

耐震化工事困難

耐震化工事済

（H30.3月時点）

新耐震基準（1981年施工）以降
に建築された建物

耐震化設計済（工事費について
は、H30年度以降予算要求）

海技教育機構リソースの現状（学校及び練習船）

海技大学校

本館・教室（年） 寄宿舎・寮（年）

55
（東教室）

54
（西教室・西）

49
（西教室・東）

21
（本館・体育館兼講堂）

51
（学生寮・西）

46
（学生寮・東）

※ 各学校の校内練習船の建造経過年数：23年～30年
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369

352

353

338

339

328

332

328

89

90

84

79

78

75

74

78

航 海 訓 練 所
練習船職員 事務職員等

134

126

118

122

118

115

123

118

100

97

94

83

80

76

73

79

H13

H16

H18

H23

H24

H25

H26

H27

海 技 教 育 機 構
学校教員 事務職員等

職員数の推移

H28．4
海技教育機構と航海訓練所が統合

H18
海技大学校と
海員学校が統合

・学校教員・・・各学校に配置されている教員
・事務職員等・・・各学校事務員及び本部職員

・練習船職員・・・各練習船に配置されている職員
・事務職員等・・・本部職員（神戸分室、乗船事務室を含む）

H29

H30

H16
北斗丸廃船

H17
沖縄校廃校

単位（人）

H28 118

115

116

329

330

324

149

150

151

学校教員 練習船職員 事務職員等 ・学校教員・・・各学校に配置されている教員 ・練習船職員・・・各練習船に配置されている職員
・事務職員等・・・各学校事務職員及び本部職員

学校教員 練習船職員 事務職員等

H13年度との比較 18名減 (－13％) 45名減 (－12％) 38名減 (－20％)
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平成13年度 平成18年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

教員数 退職者数 教員１人あたりの受持人数

海技学校及び海技短大の教員の現状

（人）

（人） 教員1人あたりの受持授業時間数

（人）

12.7

12.1

15.1 14.8 15.5 
14.3 13.6 

13.4 

14.4 14.0 13.5 13.6

13.8 
13.9 

13.7 

18.9 17.8 19.7 19.6 
19.9 

17.9 18.1 19.6 20.0 
17.8

12.2
12.6

12.1
12.8 12.4

20.9 21.4 21.2
22.9

20.7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

平成13年度 平成18年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

海技学校 公立高等学校 海技短大 専修学校 各種学校

教員１人あたりの受持生徒数

専修学校：職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図ることを目的とする学校

各種学校：和洋裁、簿記、珠算、自動車整備、調理・栄養、看護婦、保健婦、理容、美容、タイプ、英会話、工業などをはじめとする各種の教育施設
※時間数は1週間
出典：文部科学省「学校教員統計調査」

※退職者数は海技学校及び海技短大の教員の「自己都合」による退職者
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養成定員・受験倍率

（年度）
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卒業生の進路状況

海技学校・海技短大卒業者における進路状況の割合（平成２５年度～２９年度計）

海技学校
652人

内航
469人（72%）

外航
7人（1%）

カーフェリー/
旅客船

48人（7%）

官公庁
20人（3%）

水産系
10人（2%）

外航
13人（1%）

内航
835人（73%）

カーフェリー/
旅客船

173人（15%）

官公庁
50人（4%）

水産系
20人（2%）

海技短大
1,142人

進学（海事関連分野）
98人（15%）

進学（海事関連分野）
51 人（4%）

（参考）船員教育機関別内航業界就
職者の割合（平成２９年度）

商船系大学
11人（1%）

商船系高専
94人（10%）

東海大学
8人（1%）

・海上技術学校
・海上技術短期大学校
・海技大学校
（海技学校・短大からの
進学者）

349人（36%）

民間新６級
103人（10%）

東京海洋大学
水産専攻科

15人（1.5%）

水産大学校
16人（1.5%）

水産高校
（含：専攻科）
375人（39%）

合計
971人

7

2

4

5

2

286

260

248

256

254

43

43

40

48

47

13
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12

21
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4

9

6

30

33

28
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28

0 50 100 150 200 250 300 350 400

平成29年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成25年度

海技学校・海技短大 卒業者における進路状況の経年変化(平成２５年度～２９年度）
外航 内航 ｶｰﾌｪﾘｰ／旅客船 官公庁 水産系 進学（海事関連分野）

(卒業年度)

(人)

346

369

336

360

383
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海技教育機構の海上求人数と就職率
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海技試験合格率の推移

（％）
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練習船教官の現状

555 

613 
581 

619 636 631 653 649 638 629 

114
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94 93 94 93 92 91

85 84

4.9

6.3 6.2
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0
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800

H13 H16 H18 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

実習生数 教官数 教官1人あたりの実習生数

※商船高専の乗船実習期間について、12月連続から1年次、4年次、6年次に分割
Ｈ１６年度
・北斗丸廃船(定員160名減)
・商船系大学の学制改革
Ｈ１８年度
・海大専攻の受入開始

Ｈ１９年度
・海大での６級養成開始
・MAAPから実習生受入
Ｈ２０年度
・海大専修の受入開始

Ｈ２５年度～２８年度

・高専の実習時期を変更※

Ｈ２６年度
･大成丸代船(定員20名減) Ｈ２８年度

・四級養成定員増 (390名)
(Ｈ25年度比 40名増)

※｢実習生数｣：各年度四半期最大数の平均値

教官数（人）
実習生数（人）
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実習生乗船率の推移

（％）
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： 各四半期最大数の平均値

： 乗船率（%） = 実習生乗船数（人） / 練習船実習生定員合計（人）

北斗丸の用途廃止
による増加

Ｈ２５～２８年度
高専の実習時期変更による増加※

実習生乗船数（人）

実質的な乗船率の上限となる人数 ： コース及び男女の別等を考慮できる実質的な乗船率の上限

乗船率（％）

（人）

（年度）

※商船高専の乗船実習期間について、12月連続から1年次、4年次、6年次に分割
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練習船「青雲丸」事案の概要

事案の概要

第三者委員会

○平成29年７月、練習船青雲丸において、実習生の自死未遂、自死、失踪事案が短期間に集中して発生。

○JMETSでは事案が立て続けに起こったことを真摯に受け止め、背景等を調査し、改善策の提言を頂くため、
JMETSと利害関係のない外部の専門家からなる「青雲丸事案に関する第三者委員会」を設置。

第三者委員会の提言内容及び対応策の概要

○第三者委員会では、委員による青雲丸現場視察、事案発生時期に乗船実習に参加していた実習生、練習船教官
その他の乗組員に対するアンケート調査の実施、実習生・保護者及び事案発生時期に乗船実習に参加していた
実習生、練習船教官その他の乗組員から委員が直接ヒアリング等を実施し、平成30年３月14日報告書を提出。

提 言 内 容 対 応 策 実 施 状 況

○実習環境・実習内容

・組織として実習内容を策定する仕組みの構築

・多様な実習生の混乗回避

・各船の実習計画について本部が事前に確認する仕組みの構築

・同一の属性、経歴の学生が指導を受けられる環境の整備

・平成30年4月から実施中

・関係者を交えて検討予定

○実習生のケア

・相談窓口の周知

・学校教員の練習船訪問等による実習生のケア

・船内での周知、説明の繰り返し実施

・機構内学校等の教員による訪船面談の仕組みの構築

・平成30年4月から実施中

・平成30年4月から実施中

○教官の資質と研修

・教官採用の基準の見直し

・勤務環境の改善

・採用面接の見直し、適正検査の導入を検討

・実習生の混乗の見直し等

・平成30年4月から実施中

・関係者を交えて検討予定

○機構本部

・問題発生時の専門家を交えた対応 ・外部専門家の意見を踏まえた危機対応ルールの規定化 ・平成31年3月の策定を目途に作業中

○海技大学校等

・学生の卒業要件の見直し ・海大技術コースのあり方の検討 ・関係者を交えて検討予定
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練習船「日本丸」事案の概要
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運営費予算の推移

（億円）

105.1

104.0 106.3
97.3

98.3

95.9 93.4
93.1 90.4

84.6

80.9

77.7
74.0

77.4
75.7 74.1 73.7 71.8

0.6 0.7
0.8

0.9 1.1
1.6

1.8 2.1
2.5

3.2

3.3

3.4
4.5

6.4 7.1
9.3

8.8
9.7

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

H17.3 沖縄校廃校

H16.2 北斗丸廃船
H16.4 新銀河丸就航

独立行政法人整理合理化計画
（平成19年12月24日閣議決定）
・自己収入拡大

H18.4
海員学校・海大統合

独立行政法人の事務・事業の見直しの
基本方針（平成22年12月７日閣議決定）
・自己収入拡大

H21.3 児島分校業務停止

独立行政法人改革等に関する
基本的な方針 （平成25年12月24日閣議決定）
・自己収入拡大 ・統合

H26.4 新大成丸就航

H26.4 大成丸リース
返済開始

総人件費改革（注）

H28.4
機構・航訓統合

人件費カット

H23.3 東日本大震災

自
己
収
入

（
国
費
）

運
営
費
交
付
金

（年度）

中期目標期間中期目標期間中期目標期間

33億円削減（32％）

注）「行政改革の重要方針」(H17.12.24 閣議決定)：H18年度以降の5年間で5%以上の人件費を削減することを基本とする取組
「基本方針2006」 (H18.7.7 閣議決定) :H18～H22年度の中期目標期間における取組内容を踏まえ、H23年度以降の中期目標期間中における人件費削減に取組む

※ 四捨五入のため、合計が一致しない箇所がある。
※ 平成１３年～１７年 (独)海員学校、(独)海技大学校及び(独)航海訓練所

平成１８年～２７年 (独)海技教育機構及び(独)航海訓練所
平成２８年～ (独)海技教育機構

中期目標期間
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海技教育機構運営費内訳

人 件 費

(年度)

(年度)

(億円)

物 件 費

(億円)

33.6 34.3
33.4

30.3 30.6
29.1

27.7
26.8 26.8

23.3
21.5 22.2

25.0
26.2 26.9

26.0 
25.1 25.1 

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

72.2 73.0 73.7

67.9 68.7 68.3 67.4 68.4
66.1

64.5
62.7

58.9

53.5

57.6
55.9

57.4 57.4 56.3 

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

H24～25
退職手当支給対象者減

H16
北斗丸廃船に伴う
船舶燃料費等の減少

H18
沖縄校廃校に伴う
経費の減少

H21年度で
海王丸の借料終了

H26～H27
・大成丸リース料の返済
・船舶燃料費の増加

人件費カット

総人件費改革
H15～H16
退職手当支給対象者減

H25
船舶特別修繕費の増加
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国の予算等の推移

平成１３年度 平成３０年度 備 考

国の一般会計予算 （億円）
（国債費、地方交付金、社会保障関
係費を除く）

３１１，０３７ ２５９，２２６

国土交通省 （億円） ７８，９２０ ５１，８２８

海事局 （百万円）
２３，９９２

（１５，７７４）※
９，８５８

※平成２３、２８年度に総合政策局
へ組替した予算を除く

H23：離島航路補助金
H28：海上安全技術研究所経費

【一般会計予算 等】

海技教育機構 １０，５１１ ７，１８１

東京海洋大学 ５，９２４ （平成16年度） ５，４０４

神戸大学 ２４，６９４ （平成16年度） ２０，３２６

国立高専機構 ７０，５６２ （平成16年度） ６２，４８５

水産大学校 ２，３８６ １，８２２ （平成27年度）

【船員教育機関の運営費交付金予算】 （百万円）

航空大学校 ３，０４３ ２，３８１

海上・港湾・航空技術研究所 ６，０５１ ５，１２３

鉄道・運輸施設整備支援機構 ７６２ （平成16年度） ２５０

【国土交通省所管の独立行政法人の運営費交付金予算】 （百万円）
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第一次中間とりまとめまでに議論する論点

論点 １： 教育内容の高度化等のあり方

論点 ２： 内航新人船員の養成等の規模のあり方

論点 ３： 効率的な船員養成体制のあり方

論点 ４： 機構の必要な財源確保のあり方

海運事業者からは、船舶に関する技術革新、国際的な安全基準の強化等に適応した新人船員の養成が求めら

れており、専門的かつ高度な教育の実施等、船員教育における質の向上を図ることが求められている。

内航船員については、５０歳以上の船員が約５割を占める「船員の高齢化」の状態であり、今後の一層の担い手
不足が見込まれる中、新人船員の量的充足を図ることが求められている。

機構の運営費交付金が漸減し、今後も厳しい状況が見込まれる中、安定的・持続的な運営のためには、効率的な
船員養成体制の構築についての検討が必要。

機構の運営費交付金が漸減している状況において、必要となる運営経費の確保策についての検討が必要。
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業界ニーズに対応した訓練の実施

〇 ECDIS（電子海図情報表示システム）講習 〇 BRM/ERM（船橋/機関室リソース
マネジメント）訓練

＜業界からの要望理由＞
• STCW条約におけるBRM/ERM訓
練、リーダーシップ及びマネジメント
能力教育の能力要件化

• 石油メジャー系等の荷主要求による
内航海運会社への要求

• 人的要因による事故の防止及び実
務能力の向上

シミュレータによるBRM/ERM訓練

練習船におけるBRM/ERM訓練

＜業界からの要望理由＞
• ECDISの有効性が認知され、多くの
内航船にECDISが普及

• 石油メジャー系等の荷主要求による
内航船へのECDISの装備義務

• 安全航海のための実務能力向上及
びECDIS搭載船に乗務するための
操作資格の取得

〇教育の高度化・深度化による即戦力としての実務能力の向上

〇 STCW条約改正や最近の技術革新等に適応した優秀な船員の養成、船員の質の向上にも対応
○新人船員のみならず、既存船員への訓練にも対応

北極海等の極水域を航

行する船舶に乗り組む

船員に対し、必要な訓

練要件を満たす講習

LNGを燃料とする船舶に乗り組
む船員に対する訓練要件を満
たす講習

〇極海域における船舶運航のための訓練 〇IGFコード※の適用を受ける船舶向け訓練

新人船員への訓練 （例）

既存船員への訓練 （例）

※IGFコード：国際ガス燃料船コード
天然ガスを燃料として使用する船
舶に対して、ガスの特性を考慮した
船舶の安全要件を規定
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期待される効果

航・機専科教育移行 ①

〇海運業界からは、船舶に関する技術革新、国際的な安全基準の強化等に適応した新人船員の養成が求められている。

〇機構学生の卒業生に対して実施したアンケート調査では、８割強が航、機いずれかの職しかこれまで経験していないとの結果。

〇 そのため、４級養成について、現行の航機両用教育から航・機専科教育に移行することにより、教育の深度化を図る。

〇 また、専科教育移行により、練習船での乗船実習期間の短縮が可能（現行の９月 ⇒ ６月）となり、練習船の余席が確保できる。

専門性を高めた訓練により、早期に自立できる即戦力となる人材を育成

練習船実習生配乗率の緩和と、業界ニーズに応えた練習船の余席の活用

学生負担の軽減（専科集中による負担減、ミスマッチ回避によるモチベーションアップ）

単科（航/機）集中によるリソース（指導者、教育訓練設備等）の重点的投入

内航未来創造プランにおける
具体方策 業界からの意見 対応策

１
海技短大における航・機専科
教育への移行

完全な航・機専科教育に移行するのではなく、ある程
度反対部の教育も行うべき。反対部の資格について
筆記試験免除できないか。

座学期間中に航・機両用の教育を行うことによ
り、航・機両方の筆記試験の免除となるカリキュ
ラムとする予定。

大型船事業者は、航・機専科教育に賛成だか、小型
船事業者は、航・機両用教育を継続して欲しい。

航・機両用教育を一部に残す。

２
乗船実習期間の短縮
（乗船実習期間を9月→6月）

乗船実習期間の短縮（9月→6月）により、履歴限定
期間が3月から6月に延びるのは、事業者にとって負
担であり、緩和方策を考えてほしい。

2年生最後の3月間で、社船実習(1月)を選択す
ることで、履歴限定期間を短縮（6月→5月）する
ことが可能。
また、社船実習船の要件緩和(※)を検討する。
※現行：練習船の総トン数1,000G/T以上

３
海技短大の修業年限短縮
（修業年限を2年→1.5年）

海技短大の修業年限については、短縮しても事業者
としてメリットはなく、2年間しっかり教育してほしい。 修業期間については、従来通り2年間とする。
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航・機専科教育移行 ②

座学：９月

基礎（両用教育）

乗船実習：3月

（両用教育）

座学：３月 乗船実習：３月
座学：６月

（両用教育）
（専門教育）

航・機選択

[航海系の免許]

四級海技士（航海）：筆記試験免除、乗船履歴６月を取得。 身体検査、口述試験に合格
すれば、海技士資格を取得できる。 【但し、卒業後の履歴限定：６月】

[機関系の免許]

四級海技士（機関）：筆記試験免除、乗船履歴３月を取得。 卒業後に１年９月の乗船履歴
を取得後、身体検査、口述試験に合格すれば、海技士資格を取得できる。

六級海技士（機関）：筆記試験免除、乗船履歴３月を取得。 卒業後に５月の乗船履歴を
取得し、身体検査に合格すれば海技士資格を取得できる。

※「履歴限定」：海技士（航海・機関）に関し、船舶の大きさ、航行区域、推進機関の出力
に応じ、その職務を行うことの出来る船舶職員の職について限定するもの

座学：１２月

基礎・専門（両用教育）
乗船実習：９月
（両用教育）

座学：３月
専門（両用）現 行

専科教育
移行後

１学年 ２学年

［航海科］

・ECDIS（電子海図）講習
・BRM訓練 （船橋での共同作業手順）

［機関科］
・ERM訓練 （機関室での共同作業手順）
・各種機器類の分解手入れ実習

［その他］
・社船実習（１月）
・上級海技士資格の筆記試験

【航・機専科教育】 （例）

【取得できる免許】 （航海系の場合）
【教育内容の深度化の例】

（専門教育）

（両用教育）

・深度化教育を含む

・社船実習(1月)も選択可
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期待される効果

４級海技士（機関）養成における工作技能訓練の導入

○ ＳＴＣＷ条約では、海上航行業務の代替訓練として、陸上における工作技能訓練（工場実習等）を認めている。

○ 工作技能訓練（工場実習等）を導入することにより、特に各種機器の保守整備やトラブル対応等について、効率的かつ効

果的な訓練の実施が期待できる。

現行の乗船実習

両用教育（練習船） ９月

航・機専科教育移行

工作技能訓練

（機関系の場合）

各種機器の運転・操作系の訓練と保守整備系の訓

練を少人数のグループ単位で実施

機器運転操作 機器開放整備

制御装置調整旋盤・溶接等
工作訓練

工作技能訓練のイメージ
○重要機器の開放整備は、悪天候下での開放整備

が不可能。 また、実習時間が制約される。

○船内の機器は、保守整備の頻度に制約がある。

○練習船での機器トラブルに対応した訓練は、安全

運航の確保を優先するため、限定される。

○気象条件等に左右されないプログラムを展開。

○反復練習により、「自分でできる」技能を習得。

○多様なトラブル対応訓練が可能。

３月
３月

練習船における機関実習の制約

（練習船）

両用教育
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次回以降の検討会開催日程（第 2回～第 4回） 

 
 
 
第２回 

 日 時：１１月２０日（火） ０９時４５分 ～ １１時４５分 

 会 場：３号館 特別会議室 （４階） 

 

 

 

第３回 

 日 時：１１月２９日（木） １４時００分 ～ １６時００分 

 会 場：３号館 特別会議室 （４階） 

 

 

 

第４回 

 日 時：１２月１４日（金） １４時００分 ～ １６時００分 

 会 場：３号館 共用会議室 （１０階） 
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